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本稿は、災害復興という語について、われわれはそこに何を読み取るのか、なぜ災害復興という語を用いて説明

しようとするのか、という問いを既往研究のレビューからあらためて整理しつつ、ショック＝ドクトリンやBuild 
Back Betterといった近年の概念への批判の妥当性を明らかにしたものである。検討の結果、近年の研究における災

害復興とは、自らが災害復興に何を求めていくのかを議論し、調整し、妥協し、責任を負う社会創造の過程であり、

その過程において社会像を形成する過程を経験しえたかが問題とされていること、同時に、全体最適という意味で

の「公共の福祉」の理念が、このような社会創造の過程をこれまで付随的なものにおしとどめてきた状況があらた

めて明らかとされた。そのなかで、ショック＝ドクトリンやBuild Back Betterは単純な開発批判としてではなく、中

央集権による一律的な整備が展開する構造への批判であるという批判の妥当性も示された。 
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１．はじめに 

2018年12月、COP24の場で温室効果ガスの排出量

削減にむけた統一的ルールが採択されることとなっ

た。この統一的ルール採択のため、参加国では1年
間をかけてタラノア対話という試みが実践された。

タラノアとは、COP23の議長国であったフィジーの

言葉で、「包摂的・参加型・透明性を有する対話の

過程」1)を指す。その効果については、もちろん今後

の展開をみる必要があるものの、諸国間の利害調整

が大きく、難航しがちな国際政治の舞台において、

こうした「共考」2)の思想が中核に据えられ、参加国

により実践されたことは、1つの進展といえよう。 
翻って、同じく社会もしくは人類に共有される脅

威としての災害、とりわけ困難に見舞われた人々を

支える災害復興の現状はどうであろうか。災害復興

においては、残念ながら、達成されるべき目標とい

うもの自体がかならずしも明瞭なものではない。国

際的な共通理念としてBuild Back Better(以下、BBB)
3)という概念が、国連防災機関(UNDRR)によって示

されているものの、実態としては災害事例への個別

対応が主流であり、国際的にはもちろん、国内にお

いてさえ、その一致はみられていない。むしろ、BB
Bという概念が、ナオミ=クラインが指摘するショッ

ク＝ドクトリン、すなわち「壊滅的な出来事が発生

した直後、災害処理をまたとない市場チャンスと捉

える」4)政策のあり方と結びついて、被災地に対する

開発圧力として作用することさえある。 
本稿が問題とするのは、まさにこの点にあり、そ

もそも語の多義性ゆえに問題設定の難しさが付きま

とう、この災害復興という概念は、あらためてどの

ように整理ができるのだろうか。さらに、その概念

のもとで、BBBやショック＝ドクトリンはやはり批

判されるべきものとして解釈されるのだろうかとい

う点を、先行研究の広範なレビューを通して、明ら

かにすることを目的としている。 
 
２．我が国における災害復興のこれまで 

 まずは、ここで、近代化以降の日本における災害

復興について、その特徴を簡単に振り返っておきた

い。たとえば、大矢根淳が「既定（の）復興」5)と指

摘するように、近代化以来の災害復興の経験をもつ

我が国においては、災害復興の政策的スキームが一

定程度まで形成されており、それが経路依存性をも

つ形で、現代にまで引き継がれてきている。 
越澤6)によれば、近代以降における我が国の災害

復興は、明治期における函館大火・銀座大火の経験

を踏まえて実施された、関東大震災における帝都復

興計画に始まるとされる。そして、この際の経験か
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ら、日本の災害復興は都市基盤整備、とりわけ区画

整理事業がその中心に位置づけられることとなり、

徐々に定式化されていった。 
とくに、1970年代から1990年代を中心にわが国に

現出した「土建国家（Construction State）」7)の時代、

「公共事業による利益散布が福祉国家における社会

保障の機能的代替物としての役割を果たしてきた

(中略)そうした『土建国家』としてのふるまいは、

当然災害時においてもみられ、災害復興の過程にお

いて積極的な公共投資が行われたきた」8)と指摘され

るとおり、福祉国家の試みの一部という形で、都市

基盤整備としての災害復興は実践されていった。 
大矢根はさらに、その根幹にある問題として、「恐

らく『復興』は、日本独特の考え方であるし、言説

なのです。(中略)その公共事業というのは、生活者

は関係ないわけです。(中略)その人がどれだけ苦し

くても、公共の福祉に適うのであればやっても良

い」(1)という点を見出している。 
この指摘を、たとえば窪は次のような憲法解釈か

ら読み解く。すなわち、憲法第十三条の解釈を紐解

き、「第十三条『すべて国民は、個人として尊重さ

れる。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利

については、公共の福祉に反しない限り、立法その

他の国政の上で、最大の尊重を必要とする』という

既定の趣旨を反対に解釈することによって、人権よ

りもまず『公共の福祉』が優先する、ということに

してしまった」9)と批判しており、その背景に「『民

は公に共しろ』、『民とは公に共する存在である』

という考え方を、日本における『公共』の思想と呼

ぶ」9)構造が、古来から歴史的に形成されてきた点が

あると指摘している。 
このような構造は、災害復興の領域では「災害パ

ターナリズム」10)とも呼ばれる。そして、その現場

で起きているのは、法制度によって規定された公共

の福祉を理念とする事業メニューを、いかに現場の

状況、個別の被災者の事情に適合するように解釈を

するかということをめぐる、自治体・住民・支援者

らの間での、「どのように駆け引きして譲歩を引き

出すかという」11)過程にほかならない。 
もちろん、このような枠組みのもと、進められて

きた災害復興が、批判されるばかりのものでないこ

とは自明である。こうした災害復興のあり方は、戦

災復興を含むさまざまな被害からの回復を推進し、

社会基盤の整備による社会全体の防災性の向上を達

成していった。それはまさに、多種の災害を経験し

てきたなかで形成されていった、日本独自の災害へ

の向きあい方であり、認められなければならないだ

ろう。現実的な対応として、損傷してしまった建築

物や社会基盤の再建というのは、たとえその土地で

の暮らしのあり方が大きく変容するとしても、一定

程度は確保されなければならないから、こうした復

興政策への批判は単純なハード対策への批判という

わけではない。 
とはいえ、そのことが上述のように、国家を代表

とする被災地の外部から挿入される災害復興の方針

に、被災地が強く影響を受けてしまうという問題を

生み出してきたことも事実である12)。 
そして、そうした公共事業による大規模な空間変

容を中心として、災害復興が展開されてきたなかで、

課題も生み出されてきている。たとえば、被害構造

の把握は十分なものはなってこなかったこと13)、事

業化の際に、被災地外の企業による受注が行われ、

そのために被災地の外部に予算が流出してしまうこ

と14)、さらに、平時の制度のもとでの対応となるた

め、被災による混乱のなかで、短期的に復興計画の

策定にあたらねばならず、被災自治体にも被災者に

も、十分な検討の余裕がなくなること15)、そしてそ

れらの問題が二次的に多数の被災者を生み出してい

くという「復興災害」16)にもつながっているといっ

た問題群である。 
 
３．ショック＝ドクトリンとBuild Back Better 

３．１ 概念の整理 

このような議論を行ったうえで、あらためてショ

ック＝ドクトリン、そしてさらに現在の国際的な災

害復興の目標とされるBuild Back Better(以下、BBB)
について、検討を行ってみたい。 
 ショック＝ドクトリン、BBBのいずれも、概念と

して広く展開をしたのは2000年代のことである。前

者については、ナオミ=クラインが指摘した、惨事の

衝撃を利用して極端な市場原理の導入が急速に進め

られる政策的な動きを指し、災害においては開発政

策を主軸とした各種の事業が、地域再生という名目

をもって被災地に持ち込まれるものとされる。 
このような方策は、一般に貧困が広がり、国家の

財政基盤も脆弱な後発国において作用しやすいとさ

れるが、アメリカにおけるハリケーン=カトリーナや

同時多発テロ事件(9.11)が事例として取り上げられ

るように、先進国においてもみることができる。 
たとえば、災害を含む危機に直面した社会をソー

シャル・キャピタルの観点から分析するアルドリッ

チは、「ショック＝ドクトリン」4)を念頭に、「政府
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は既存の組織や体制を、ときに議論を呼ぶほどの計

画によって新しいものへと変えるための機会として

大災害を捉えている。(中略)政府のトップが地域住

民を無視して『より優れた街への再生』を目指そう

とする先進工業国は日本だけではない」17)と指摘し

ている。こうした指摘からは、その文脈が成立する

経緯の差異はあれ、この種の議論が国際的に共通の

論点であることがみてとれる。 
一方、スマトラ沖地震津波を契機として、おおむ

ね同時期に広まった概念がBBB、「より良い復興」

であり、同概念は、2015年の第3回国連防災世界会議

にて策定された「仙台防災枠組み」のなかで、その

実践が強調されている。「仙台防災枠組み」は、20
05年の第2回国連防災世界会議において策定された

「兵庫行動枠組み」の後継であり、「兵庫行動枠組

み」が重視した、後発国における災害と貧困の関係

性を断ち、災害による被害を抑制するための事前投

資を重視するという考え方を引きついでいる。 
 したがって、「仙台防災枠組み」の一部であるBB
Bもまた、そうした方針を含みこんだものであり、

「災害後の復興・回復・再建過程を機会として捉え、

減災の手法を物的な社会基盤と社会システムの修復

へと統合することで、国家とコミュニティのレジリ

エンスの向上をさせ、それをもって、生活、経済お

よび環境の再活性化を導く」3)ものとして定義されて

いる。BBBの展開過程を検討した豊田は、「物的な

安全面でのレジリエンスを求めるだけではなく、生

活再建や経済・環境面の改善を重視する包括的な政

策体系をBBB は意味している」18)と指摘し、災害復

興に特化したものではなく、広く減災の達成を目標

に置いた概念であると述べる。 
同時期に展開したこれらの議論は、過度な市場原

理の導入、多様な対策の実施によるレジリエンスの

向上という形で異なる向きを指しているようで、現

実的には開発政策として符合してきた。 
ただし、ここで指摘したいことは、このような政

策に対する徒な開発批判ではない。貧困や災害、環

境汚染といったさまざまなリスクに取り巻かれる後

発国の社会において、持続可能な発展という意味で

の開発は必要なものであるし、また、種々の研究が

示しているように、これらの社会において人々が開

発、もしくは巨大な影響力を有した国際支援の犠牲

になるばかりかといえば、それを巧妙に利用しなが

ら、新たな社会を構築していく動きもある19)20)。 
むしろ問題となるのは、そのような切迫した事情

をもつ後発国とは異なる先進国においても、アメリ

カ合衆国や日本における事例のように、ショック＝

ドクトリンとBBBのもとでの開発が展開しているの

ではないかという点である。 
３．２ 日本における展開 

日本ではそもそも、BBBの源流として、阪神・淡

路大震災における「創造的復興」21)の提起と実践が

あったことは、ときおり指摘されることである。法

制度上における災害復興の理念を歴史的に紐解いた

山中は、上記のような国家主体の災害復興という構

造が展開されていくなかで、その動きに対して異な

る視角を切り開いた「貝原ドクトリン」22)を評価し

ている。「貝原ドクトリン」22)は「創造的復興」と

も呼ばれ、その特徴は、既存の政策的な潮流を踏襲

せず、むしろその復興政策を通して、国家や地域の

戦略を大きく変化させようとする点にあるといえ、

その実現のためには既存の制度にとらわれず、新た

な制度の試みを積極的に実施する22)。 
しかし、こうした思想は、現実的には阪神・淡路

大震災での復興事業が設備重視にかたよる要因とな

ったという批判がなされている。また、その後の東

日本大震災などでも、むしろ「ショック＝ドクトリ

ン」4)の文脈に取り込まれ、従前から存在していた開

発政策を維持・強化するものとなってしまっている

状況も指摘される23)24)。 
岩崎は、「『創造的復興』の『創造的』には、し

かしながら、『過去のことは知ったことではない』

という過去清算の含意がある。(中略)『創造的復興』

は災害便乗資本主義を覆い隠す美しい言葉となる」2

4)と、BBBが本来の国際理念とは異なる、日本におけ

る経験とより合わされた独自の解釈をもったものと

して展開し、そのことによってBBBが、いわばショ

ック＝ドクトリンを導入する経路として作用してし

まっていることを厳しく批判している25)。 
たとえば、財政面から東日本大震災を捉える宮入

は、「東日本大震災復興交付金」「震災復興特別交

付税」といった東日本大震災において創設された各

種の制度は、被災地の要望に対する財源保障と、柔

軟な予算執行を容易化させたという点で、漸進性を

認めているものの、「被災自治体の『地方分権･住民

自治型復興』の面では，なおいずれも大きな限界と

課題を抱えて」26)いると指摘する。 
浅野は、こうした動きが維持される「最も根本的

な原因は、震災復興の目的（＝合理性の評価基準）

自体の多様さにあると思われる。被災者にとっての

生活再建、被災自治体にとっての地域再建、資本に

とっての利潤増殖・資本蓄積、そして国家にとって
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の生活再建を基軸とする国益最大化等、主体によっ

て目的は多様である。そして復興事業の主なアクタ

ーが国家・資本である以上、『創造的復興＝資本蓄

積を主目的とするショック・ドクトリン』が主流に

なるのは必然であ」27)り、その意味で「既定（の）

復興」5)は、「資本・国家にとって、目的の合理的達

成、順調な『成功である』」27)と指摘する。  
その動きの中では、「被災住民にとっても、復興

の議論はしばしば解のないものとなり、マイナスの

『創造的復興』に合意するか、さもなければ放置さ

れるかの二者択一となる。そこで住民内部に不毛な

分裂・対立が生まれ、それを避けるには、民主的な

議論・合意形成が重要と言い募るしかないが、しか

しそれもまた生活・地域の再建を担保しない」27)と

し、ここに被災者が災害復興に取り組む際の困難が

生み出されると、浅野はあわせて指摘する。 
さらに桐谷は、「既定（の）復興」5)という構造は、

被災地における生活者の次元で、その土地で災害の

後も再び生きていく覚悟として語られる「復興」と

いう言葉さえも、公共事業としての復興政策に回収

していく (2)と批判する。このように、「復興」と表

現されるものでありながらも、公共の福祉という意

味での多数者への利益を示す政策としての災害復興

は、被災地の生活者にとって抗いがたい正しさとし

て現出することになる。 
たとえば、内尾が宮城県南三陸町を事例に、「町

の将来に陰鬱なシナリオを思い描く人々は同時に、

復興に大きな希望を抱く人々でもある。彼らが、ま

ちづくりの主導権をめぐって対峙していた圧倒的な

権力の主体は、皮肉にも彼らの『生命、身体、財産』

の保護を力強く公言する県であり、国家であった

(中略)行政主導で築かれてゆく堅牢なコンクリート

製の巨大防潮堤は、抗いがたい権力を象徴する建造

物にもなり得る」28)と述べるように、災害の被害に

対する「行政の無謬性」29)を担保するための保護、

すなわち行政の責任としての保護が、生命、身体、

財産の保護という抵抗の困難な正しさによって展開

していく。そのようにみれば内尾の議論もやはり、

災害パターナリズムのもとで「支援されるべき被災

者」像に追い込まれていく被災者の姿を指摘してい

ると言えよう。 
３．３ 被災コミュニティからの応答 

このような展開を、それではもっとも直接的な当

事者の集団である被災コミュニティは、いかに受け

止めたのだろうか。このことについては、すでに研

究の蓄積が多様に存在しているが、ここではショッ

ク＝ドクトリンを能動的な動きとして取り込んでい

く被災コミュニティの存在を指摘する金菱の「内な

るショック・ドクトリン」30)に目を向けてみたい。 
金菱は漁村集落の対応過程から、「危機対応が伝

承され万全の態勢を整えてある程度の災禍に順応し

た対応策を発展させてきたといえる。これがコミュ

ニティにおける内なるショック・ドクトリンである。

(中略)身の丈にあった問題の解決は、大災害という

外部の自然条件を文化的社会的要件という内部シス

テムに取り込み転向させることで、創造的破壊を生

み出すことでクリアされた」30)と述べる。被災コミ

ュニティが自らの内部システムを十分に理解したう

えで、災禍に順応するための自身の破壊と修復を自

らによって選び取るというこの仕組みは、実のとこ

ろ、他の事例における災害復興の振り返りにおいて

も、見られている15)。 
反対に、小松は福島県いわき市の事例から、「『文

化の自己決定能力』がなかった (中略)何によって資

本や文化の収奪に抗っていくのか。それを判断する

能力が欠けていたため、復興ビジョンを示すことが

できず、国の論理や補助金の期限(中略)など、理想

や想像力を差し入れる余白のない現実的な条件、い

わば『現実のリアリティ』に押し切られてしまった」
31)と述べ、その困難の要因を、自らのコミュニティ

への理解不足にあったと指摘する。 
すなわち、これらの議論は、ハード主体か、ソフ

ト主体かという話をしているのではなく、どのよう

に目標像の設定をしていくのか、決定した目標像を

状況の変化に応じて組みなおす余白をどのように従

前から確保していくのかという議論である。我が国

におけるショック＝ドクトリン、もしくはBBB批判

とは、単純な開発批判、公共土木事業不要論ではな

く、日本の経験のもとに独自解釈をされた理念を背

景に、中央集権による一律的な整備を仕掛けていく

という仕組みへの批判だということができよう。 
したがって、状況を変容させるためには、被災コ

ミュニティの自己決定権を醸成するための方策が求

められる。このことについて、たとえば上村32)や小

林ら33)は、「課題解決と主体形成」という言葉から

整理を試みている。すなわち、災害によって顕在化

した短期的な困難・課題に対する対症療法をはかり、

その手法を、経験を通して合理化させていく既存の

手法は、応急期には適切な手法だという。しかし、

そもそも目標設定自体がオープン・エンドに開かれ

ている災害復興では、顕在化した課題への対症療法

は、目にみえる問題を改善するものの、地域社会が



日本災害復興学会論文集 No.15(Special Issue), 2020.9 

163 

 

抱える根本的な脆弱性、すなわち地域の持続可能性

低下や少子高齢化といったものへの対策にはつなが

らず、そのため、次の災害ではこのような根本的な

脆弱性を起点として、形を変えて新たな課題・困難

が生み出される。その繰り返しを防ぐためには、災

害を含む危機全般に対する、自らの「生」に対する

主体性の形成こそが重要であると述べる。 
 
４．現代日本社会における「災害復興」 

 このように整理をしてきたうえで、あらためて問

わねばならないのが、災害復興とは何を目指してい

るのか、そして我々は災害復興になぜここまでこだ

わるのか、という根本的な問いであろう。もちろん、

災害復興とはそもそも多義的であるから、そこに一

義的な定義をあてることは困難であろう。 
 しかし、「災害復興とは何か」という問いを、「災

害復興とは何を目指しているのか」という問いに置

き換えるのならば、回答は可能なようにも思われる。

このことを考えていくために、まずは、上記のよう

な災害復興が現出する、現代社会という時代につい

て検討する必要があろう。 
 Wisnerらの古典的な研究34)にも示されるように、

災害とは自然現象の規模と社会の脆弱性の積によっ

て、その被害のあらわれ方が決定されるから、現代

社会、本稿でいうならば現代日本社会の特徴を理解

しておかなければ、災害の姿を正確に理解すること

は難しい。そこで、現代社会を説明する理論の1つで

あり、災害を含むリスクと社会との関係を論じるリ

スク社会論の視点を取り上げ、検討してみたい。 
矢守は、「リスク社会」35)としての現代社会を「何

がリスクかを指定する『真理』へと漸近していない

のではないかという不安によって彩られる社会」36)

と定義し、災害という生と死に直接かかわる問題に

対して、諸個人にとって「真に有効な選択（自己決

定）は，(中略)その選択の正当性を認定するような

＜規範＞とともになされる必要がある」36)と指摘す

る。そして、「＜規範＞は，常に，多くの人びとに

よって妥当なものだと認定される必要がある社会的

な存在である」36)にもかかわらず、その「『真理』

という＜規範＞」36)への信頼が揺らいでいるがため

に、＜規範＞の源泉を個人に求めようとする動きが

表れていることを批判するのである。 
対抗的な動きとして、三上は「阪神大震災直後か

ら、行政を中心とした『安全・安心社会』の大合唱

が始まった」37)と指摘する。このような社会的連帯

を要請する動きは、東日本大震災においても「絆」

言説などの形でみられているが、三上はこれらの動

きを近代的シンボリズムの「延命」37)にすぎないと

批判する。こうした延命による「既定（の）復興」
5)の繰り返しと、震災復興の目的（＝合理性の評価基

準）自体の多様さ」27)の狭間に置かれながら、一方

ではグローバル化・情報化・技術の高度化といった

急激に変化していく現代への適応を求められている

のが、現在のわが国の置かれた状況であろう。 
そのために、急激な発展が望めない成熟型社会に

もかかわらず、創造的復興という言葉の下で“ご一

新”が称揚され、社会的に共有された価値、国家・

資本が設定した目的に、個人の生活再建を沿わせる

ことを災害復興とする方法論が再来する。しかし、

述べてきたように、そうした方法論の有効性はすで

に失われている。 
では、どのように考えるべきであろうか。端的に

述べるならば、それは過去と向き合うことから始ま

るのではないだろうか。もちろん、それは無批判に

過去を肯定し、回帰するということではない。災害

という出来事に直面するまでに、個人や社会に何が

起こってきたのかを明らかにすることで、はじめて

何をしたいのか、何をすべきなのか、すなわち、

「何を達成するための災害復興であるのか」が、そ

れぞれの主体において形作られてくる(3)。 
ここで災害復興を仮に、各主体の目的が達成でき

るかどうかに関するリスクの問題として捉えるなら

ば、広原が「復興は政治現象」38)と説明するように、

限られた資源をいかに配分することで、できるだけ

多様な目的を達成するかが重要になる。その際の問

題は「社会はどの程度のリスクを受容するかという

ことである。その判断基準は二つあろう。一つは効

率的な配分で、社会にある財を『無駄なく』配分し

て効用（被災は負の効用となる）を最大にするかど

うか、もう一つは正義への適合で、誰に何を与え、

何を奪うかを『納得できるように』決定しているか

どうか、である」39)。この妥協点、そしてそれを成

り立たせる論理が、公共の福祉を重視する日本の災

害復興において、正しいことだとされる。 
しかし、リスク社会において「真理」36)は揺らい

でいるから、いずれの判断基準も、その判断基準自

体を「議論の積み重ねの中から、特定の政策的課題

に関連して何が道理性と合理性を備えた解決である

のかということについて、そのつど民衆の意思を反

映する形で、判断を積み重ねて行く必要がある」40)。

それは時に、「コンセンサスという意味での妥協を

何処にもとめるか」(4)という調整の過程となるが、
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このような妥協のあり方に対して、もちろん考え方

は当事者によって千差万別ながら、そうした困難な

問いに向き合う姿勢が重なり合うとき、我々は妥協

し、合意をすることができる41)。 
もちろん、それは決して容易なことではない。新

潟県中越地震の被災コミュニティで長期支援に携わ

る宮本は、「既定（の）復興」5)を前提とする中では、

被災コミュニティの価値を再発見し、内発的な復興

を駆動させていく取り組みを、被災コミュニティの

現状を肯定するようなコミュニケーションによって

丁寧に積み上げていくほかないのではないかと指摘

する42)。とはいえ当事者、とりわけ被災者の自律性

が災害復興の要件となり得るという指摘は多くみら

れていることもまた確かである43)44)。 
このような妥協点を見出していくための調整の仕

組みを、伝統的な農村集落の構造のなかに見出した

守田は、「誰かがいくらかの我慢をしなければなら

ない。(中略)）その我慢の仕方なさをふくめて部落

の全会一致の議決論理がなりたつ」45)とする。こう

した妥協は、たとえば法政治学者のサンスティーン

が説明するような「不完全に理論化された合意」46)、

各々が自身の利益を最大化させた際に、その利益を

最大公約数的に保障することができる部分での合意、

ということではなく、「我慢」45)という不利益をふ

まえたうえでのものとなる。 
斎藤は、こうした妥協のあり方を支える1つの論理

として「『自分が自分に負う』責任」29)という考え

方を提示する。それは、「法体系が強制する責任（法

的責任）や社会が強いてくる責任（社会的責任）と

重なるところも多いが、法や社会に強いられたもの

ではなく、それぞれの人々の自らの意志で担われた

責任という意味では性格が異なっている。危機対応

の失敗に関する納得（失敗を納得して受け入れる覚

悟）を担保するのも、法的責任や社会的責任ではな

く、熟議を通じて見出された『自分が自分に負う』

責任」29)であるという考え方を指す。 
すなわちそれは、前述したような現代社会におけ

る規範への信頼の揺らぎ、公共の福祉の重視、そし

て当事者間での利害対立といった災害をめぐる諸問

題を超えるために、当事者自らは不利益をどこまで

受け止めるかまでを踏まえて、災害復興に対する立

ち位置を見出さなければならない、という考え方が

提示されてきているとみることができる。 
とはいえ、そのためには長期的な取り組みの展開

が必要となり、実施にむけた時間的猶予を引き出す

ためには、災害復興の初動期において、少なくとも

被災コミュニティが「国家・資本」27)の論理のもと

で、その方向性を決定づけられることは避けなけれ

ばならない。たとえば、新潟県中越地震においては、

「帰ろう、山古志へ」という言葉が共有され、中山

間地集落の再編という動きへの抵抗となった47)。こ

うした現状の中で、なお「何を達成するための災害

復興であるのか」を出来るだけ早期に獲得し、提示

することを考えるとき、それをどのように行えばよ

いのだろうか。少なくとも現状における1つの課題

は、災害復興における諸主体間のコミュニケーショ

ンを円滑化し、調整を進めるための道具立てがあま

りにも少ないという点であろう48)49)。 
  

５．社会創造の過程としての災害復興 

 このようなことを考えるとき、当事者自らが災害

復興における立ち位置を見出すことが重要となると

提起すること、換言するなら、当事者、とりわけ災

害の困難に見舞われている被災者にそうしたことを

求めてしまうほどに、われわれは「災害復興」とい

う社会過程にこだわりを見せているということは十

分に自覚しておかなければならないだろう。 
 では、なぜ我々はこれほどに災害復興という概念

を重視するのであろうか。もう1つの回答として、近

年、社会創造の過程として災害復興をとらえる見方

があらわれてきている。たとえば清水は、災害が圧

倒的な悲劇を生み出すということを十分に踏まえる

べきだと述べたうえで、「自然災害による生活基盤

（自然環境・社会インフラ等）の徹底的な破壊が、

結果として新しい人間と新しい社会を生み出す可能

性である。言いかえれば、生みの苦しみとして自然

災害をみること」50)が可能だと指摘している。同様

に寺田は、そうした災害復興という過程を物語る記

録や記憶を「しなかやかさ」51)などとは呼べない、

「あの災厄を社会はどう受け止めたのか」51)という

ことが残された「悪戦苦闘のあと」51)だと述べる。 
国内の事例では、たとえば前述した新潟県中越地

震からの復興にその例を見ることができる。この災

害における被災コミュニティでは、「自分が自分に

負う責任」29)として災害を捉えることが、支援者ら

との協力のなかで、まず目指されていった。その中

では、「『災害から後のこと』を考えるのと同じく

らい、『災害より前のこと』、つまり被災地がどの

ような歴史的背景のもとで、どのような状況にあっ

たのかを理解すること」52)の重要性が発見された。 
ここで重要なことは、「災害より前のこと」52)を

理解することが、それを災害復興のなかで改善して
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いこうという方向性とは必ずしも結びつかなかった、

という点にある。被災コミュニティの、少子高齢

化・過疎化に直面した中山間地という特徴を踏まえ

て、自らが災害復興を果たした故郷でどのように過

ごしたいかということを長期にわたって当事者間で

議論したことが、いわゆる「近代復興」8)とは異なる

災害復興のあり方を実現させたといえる。 
こうした事例にみられることは、つまり、災害復

興とは、災害による破壊を契機にして、社会が形成

してきた経路依存性から、いったん距離をとって自

らの社会をながめることによって、現代という時代、

もしくはこれからの未来に適応的な社会を構想する

ことが可能になるという特性をもっている。このよ

うな社会創造という視角こそが、「『真理』という

＜規範＞」36)への信頼が揺らいでいる現代において、

災害復興という言葉がこだわり続けられる1つの理

由であるように考えられる。 
したがって、「なぜ復興を問うのか」という問い

への1つの回答は、災害復興そのものというよりは、

旧来の災害復興概念に対するオルタナティブの提起

と、それによる現代社会に適した都市・地域・個人

のあり方を見出そうとする試みとしてである、とい

うものであろう。もちろん、実際には社会の辿って

きた経路や歴史性から大きく離脱すること、たとえ

ば矢守が説明するところの「世直し路線」53)の復興

が実施されることは稀ながら、しかし、そうした大

変動の可能性を災害復興は常に有しているのである。 
まさにこのことが、「復旧」と「復興」という2

語を峻別することにもなる。現在、「改良復旧」や

「BBB」などの言葉が広がり、「復旧」という語が、

従前の社会における課題を改善する形で、被害を回

復させるという意味合いでも用いられるようになり、

「復旧」と「復興」の差は曖昧なものとなっている。 
しかし、ここでの議論からこの2語を振り返ると、

その差は社会創造を志向するか否かという点で明ら

かだと思われる。「復旧」は、従前の社会課題を改

善という形で部分的に補修・補強するため、社会の

構造自体は維持しようという力学が働く。そして、

そのように経路依存性のもとにあるからこそ、改善

の方向性はある程度まで決定づけられている。 
反面、「復興」とは社会創造であり、「悪戦苦闘」

51)を経て、自らが災害復興に何を求めていくのかを

議論し、調整し、妥協し、責任を負う過程となる。

そこでは回復の過程で新たな生活像、社会像を形成

しえたかどうか、形成の過程を経験しえたかどうか

が問題となり、そうであるからこそ、ある災害の当

事者が災害復興をなしえたかどうかは、事後的に振

り返ることでしか判断ができない。 
別の言い方をするなら、何をどのように直すかと

いう議論は、いかに制度設計を行ったとしても改良

復旧の枠組みの中にあり、それに対して災害復興と

は、そもそも社会をどう変えるか、資源の分配ルー

ルをどのように見直すかということをオープンエン

ドに定めていく試みを指す。したがって、復旧と復

興は現代においてはまったく性質の異なる過程を指

し、いずれの場合においても災害復興が最適なわけ

ではなく、また当事者がそれを求めなければ、災害

復興にはなりえないといえよう。 
災害の被害を受けた地域は、公共の福祉と生活の

論理のせめぎ合いの中で、これまでの社会のあり方

が再審されざるをえなくなるからこそ、「復旧」で

はなく「復興」が選択されていくのであり、同時に、

次の社会を描こうとする試みが、そのせめぎ合いの

中で否応なく展開され、それが、ひいては旧来の災

害復興政策への抵抗力へとつながることとなる。 
とはいえ、このような災害復興を実現させること

は、当事者にとっては大きな負担にもなる。こうし

た議論は、経営学において「適応課題(adaptive chall
-enge)」54)という概念で知られている。適応課題とは、

「人々が持つ（成長し成功することをもたらす）価

値観と、目の前にある現実（その価値観を実現する

力が不足している現況）とのギャップ」55)であり、

解決のためには1人1人が「価値観、考え方、日々の

行動を見直して、自らを新しい環境に適応」55)させ

ていくことが求められるような課題を指す。 
 適応課題が困難な課題となりやすい要因として、

Heifetzは「人は問いではなく、答えを聞きたがる。

喪失にどう耐えるかではなく、変わることの苦痛か

らどう守ってもらえるのかを聞きたい」55)と指摘し、

その態度を変容させることが困難なために、適応課

題は困難な課題となりやすいと述べる。 
 これは災害復興の現場や研究の領域において「覚

悟」56)や「納得」57)といった、個人の内面性を問う

語が用いられることにも通じていよう。この2語は、

学術的には看護領域、とくに子どもが手術に臨む際

の自己コントロールの過程を説明するために用いら

れることが多い語だが、「覚悟」とは「子どもが処

置を受けるにあたり,情緒的(やりたくないという気

持ち)・認知的(やらなければならないという理解)・
精神運動的(それでもやるんだというコントロール

する力)側面のバランスを取り,処置を主体的に受容

している状態」58)、「納得」とは「ある事象に対し
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て，自分のもつ価値や自分への利益を明確にするこ

とで理解を深め，認知的にも感情的にも受容した状

態であり，主体的かつ他者との信頼関係のなかで生

み出される流動的な状態」59)をそれぞれ指している。 
ここで理解しておくべきことは、いずれもが認知

的側面と情緒的側面の葛藤を経て、何らかの判断や

行動を主体的に受容し、選択することを指してはい

るが、同時にそれは他者との信頼関係の中で構築さ

れる流動的なものであり、個人の内面によってのみ

確立されていくものではないということにある。 
このような言葉が災害復興の現場や研究の領域で

みられているという時、そこでは、災害復興とはあ

らゆる意味において、個人の問題ではなく、社会の

問題であるということが、示唆されていると理解で

きる。当事者それぞれが「覚悟」59)、「納得」60)を

感じる復興の姿、そうしたものがまずもって充足さ

れること、このように生きたいという考えを成り立

たせる、すなわち「当事者の『生』を成立させる」

という考え方が重要にはなるだろう。 
とはいえ、みてきたように「覚悟」58)や「納得」5

9)は他者との関係性の中に見出されるもので、個人の

内面でのみ確立されるものではない。Kegan&Lahey
が、「産みの苦しみは、そのときはつらく感じるか

もしれないが、新しい命を生み出す。(中略)重要な

のは、弱さを経験している人がしっかり支援される

かどうかだ」60)と述べるように、災害復興という「悪

戦苦闘」51)の過程が認められ、支えられるというこ

とが重要になる。そこに限らずとも、災害復興政策、

個人の生活再建、災害復興をめぐる様々な過程は、

当事者が相互に影響を与え合うなかで形成されてく

るものであるから、「覚悟」58)や「納得」59)、「自

分が自分に負う責任」29)を基盤とした「コンセンサ

スという意味での妥協を何処にもとめるか」(4)に到

達するための、関係性構築の支援が求められてくる。

この意味で、災害復興には支援者という当事者も、

やはり重要な存在となってくる。 
 

６．まとめ 

 以上のようにみてきたとき、災害復興を考える、

災害復興を問うということは、災害という現象を通

して社会のありようを改めて捉えなおすという試み

だといえる。だからこそ、災害が起こるという不可

逆的な変化の前も後も、そこに人は生きており、そ

こで社会は動いているということ、そして当事者は、

その変化を生きているということへの着目が、あら

ためて求められる。その困難を支援すること、当事

者の「生」を成立させていくことは、もちろん災害

復興研究の1つの役割である。 
しかし、同時に、そうした個別の災害事例におい

て、人々はときに生活再建を超えて社会創造を問い

始める。それは災害という経験を意味付けしようと

する行いであり、「既定の復興」5)への抗いであり、

同時に、被災した自らの故郷の持続可能性を確保す

るための運動でもある。 
 その際、ショック＝ドクトリン、もしくは日本に

おいて読み替えられたBBBは、災害パターナリズム

を被災地へと導入させるものとして機能している、

という意味での同概念に対する批判は、本稿での議

論からは一定の妥当性がみられるといえよう。 
 これは、災害復興をめぐる技術開発や土地開発、

公共事業に対する、単純な批判としてのものではな

い。災害復興、もしくはBBBの本来の理念である災

害に対する地域のレジリエンスの向上において、技

術開発や土地開発、公共事業といったものは重要な

位置を占める。しかし同時に、それらの発現におい

ては被災地、さらにいえば、より直接的な当事者で

ある、被災コミュニティによるガバナンスの権利が

さらに認められるべきであることは、本稿の後半部

において検討してきたとおりである。 
とはいえ、本稿はあくまで概念の検討にとどまっ

ており、制度論として、これらをどのように位置づ

けなおしていくのかという点にまでは踏み込めてい

ない。こうした点については、すでに議論を重ねつ

つある61)ものの、今後、より検討を深めていきたい。 
 

補注  
(1) 2018年5月19日日本災害復興学会「第2回復興と何かを

考える連続ワークショップ」における大矢根淳の発言より 

(2) 2019年3月2日日本災害復興学会「復興と何かを考える

連続ワークショップ最終討論会」における桐谷多恵子の発

言より 

(3)発災以前の社会に目を向けることの重要性は、矢守らの

Days-beforeの議論62)や、中林の事前復興論63)など、減災の

文脈ですでに指摘されている。 

(4) 2014 年11 月19 日 明治大学科学技術研究所「東日本

大震災からの復興」シンポジウムにおける野崎隆一の報告

での発言 
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